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はじめに  

 

 国においては，我が国経済・社会に残る非効率な部分を取り除く，聖域なき構造改革と

して，「民間にできることは民間に」，「地方にできることは地方に」との考えの下，規

制緩和や民間活力の活用など，新しいシステムづくりが進められている。 

 一方，県は，長引く景気低迷により県税収入や地方交付税が伸び悩む中，県債残高は１

兆６，８６８億円にまで膨れ上がり，あらゆる手段を講じて財政再建団体への転落を回避

しなければならない危機的な財政状況にある。 

 このような中，今年度は，県議会に「県出資団体等調査特別委員会」が設置され，切迫

した経営状況にあって，県財政への影響が懸念されるなど，緊急の改善が求められている

出資団体を中心に審議が進められているところである。すなわち，累積損失の拡大や，保

有土地について多額の含み損を抱えるなど，経営が一段と深刻化している団体，加えて社

会経済情勢の変化に伴い，存在意義が薄れてきた団体などについては，問題を先送りする

ことなく，抜本的な改革に向けた取り組みが急務となっている。 

 平成１７年度において当委員会が審議の対象とするのは，社会福祉法人茨城県社会福祉

事業団及び財団法人茨城県建設技術公社の２団体である。 

 この２団体は，県が，県内に主たる事務所を置く県出資団体等の６０団体を対象として

行った平成１７年度経営評価の結果，「改善の余地がある」とされた団体である。社会福

祉を取り巻く大きな環境の変化や，公益法人としてあるべき姿勢などを踏まえ，組織や事

業のあり方について抜本的な見直しを行う必要があると評価されたため，当委員会に対し

て意見を求められたものである。 

 当委員会では，対象団体の行っている事業が，県の行政施策と密接に関連する障害者福

祉であることや公共事業に係る受託業務に関係するものであることに留意し，団体の組織

や事業のあり方の見直しのほか，県費負担のあり方や県の発注方法など，県に対する改善

策の視点からも検討することとした。 

 そして，対象団体や県所管からのヒアリングを含め計４回に渡る委員会での審議及び委

員個々の検討結果を踏まえ，次のとおり意見を申し述べることとする。 

 県及び各対象団体においては，この意見書を踏まえ，県民福祉の一層の向上や公共事業

の一層の振興が図られるよう適切に対応されることを期待する。 

 

 

 

   平成１７年１２月２６日 

 

                                  茨城県出資団体等経営改善専門委員会 

                                       委 員 長   川 又  諭 
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社会福祉法人茨城県社会福祉事業団 
 

 

現状と課題 

 

［事業団の概要］ 

 社会福祉法人茨城県社会福祉事業団（以下「事業団」という。）は，県が設置する社会

福祉施設等の運営の委託を受けるなど，県民の福祉の増進に寄与することを目的に，財団

法人茨城県福祉事業団を前身として，県の全額出資により昭和４８年に設立された団体で

ある。 

 事業団は，県からの受託事業として，知的障害児（者）総合援護施設「県立あすなろの

郷」，児童厚生施設「県立児童センターこどもの城」，地域福祉活動の拠点施設「県総合

福祉会館」の管理運営のほか，自主事業として社会福祉事業振興資金の貸付事業などを行

っている。 

 事業団の平成１７年度における県からの施設管理運営等委託料及び補助金の額は，約 

４５億円となっており，また，職員数は，平成１７年４月１日現在３３２人で，うち事業

団採用職員が３１０人，県派遣職員が２２人である。 

 

 

［事業団の課題］ 

（事業団を取り巻く環境の変化） 

 近年の社会福祉分野における民間事業者の充実や地方分権化に伴い，平成１４年８月に，

県立社会福祉施設の事業団への運営委託や，県に準じた職員の処遇等事業団の運営基準な

どを定めていた昭和４６年の厚生省通知（「社会福祉事業団等の設置及び運営の基準につ

いて」（以下「４６通知」という。））の解釈が変更され，民間社会福祉法人への運営委

託のほか，職員の処遇など，地域の実情を踏まえた弾力的な運営が可能となった。 

 また，社会福祉基礎構造改革により，平成１５年度から支援費制度が導入されたが，こ

れまでの措置費による運営に比べ，弾力的な施設運営が可能となるなど，利用者のニーズ

に的確に応えられる福祉サービスの提供が求められるようになった。 

 特に，ノーマライゼーションの理念の普及に伴って，従来の施設入所中心の施策から，

利用者が入所施設から地域に移行して，地域で普通の生活をするという地域生活移行への

施策の転換が全国的な潮流となってきている。 

 このような著しい環境変化の中で，全国の社会福祉事業団は変革を求められ，平成１５

年度から具体的な改革・改善のための諸施策も取られてきており，事業団のあり方の見直

しが全国共通の課題となっている。 

 さらに，県においては，平成１８年４月から，事業団など県出資団体等に管理委託して
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いる公の施設について指定管理者制度を導入することとしており，今回，公募されなかっ

た「県立あすなろの郷」についても，平成２１年度には，改めて公募により指定管理者を

定める予定となっていることから，事業団運営の効率化等が不可避となっている。 

 

（事業団の運営課題） 

 事業団は，「県立あすなろの郷」の管理運営を主たる事業として，県からの受託事業を

実施してきたが，平成１６年度の包括外部監査で不適切な会計処理など運営面での指摘が

あったほか，５０歳代以上の職員が全体の５５％を占めるといった組織構成のアンバラン

ス，民間に比べ優遇された給与水準・退職金制度，県からの多額の財政支援がなければ事

業団運営が成立しない高コスト体質などが，事業団運営の大きな課題となっている。 

 特に，「県立あすなろの郷」においては，主たる職種である支援員の人数をみた場合，

国の配置基準の２４４人に対し２９８人（事業団採用職員以外も含む。）と，基準を２２

％も上回る余裕のある人員配置がなされていることに加え，職員の平均給料は，次のとお

り，民間施設と比較しても，その高さが際立っている状況にある。 

 

＜民間施設の社会福祉法人との平均給料比較（平成１６年３月３１日現在調査試算）＞ 

施設区分 あすなろの郷 A法人 B法人 C法人 D法人 
職員数 289人 27人 24人 23人 24人 

平均給料月額 363,800円 213,400円 205,000円 179,200円 224,400円
平均給料年額 4,365,600円 2,560,800円 2,460,000円 2,150,400円 2,692,800円
  平均年齢 46.3歳 41.7歳 35.8歳 29.7歳 39.7歳 
平均勤続年数 23.1年 6.11年 9.6年 3.8年 6.9年 
※対象法人は，いずれも知的障害施設５０名規模。あすなろの郷は，事業団採用職員のみ

を対象。なお，業務内容の質的軽重については判断していない。 

 

 平均給料年額は，平均給料月額を単純に１２倍したものであり，実際に賞与（期末手

当）や，「県立あすなろの郷」において支給されている諸手当（74,000 円）などを考慮

すると，事業団と民間施設との給料面の格差は，平均年齢・平均勤続年数の差は認められ

るものの非常に大きく，民間施設の施設長クラスに匹敵する給料水準の額となっている。 

 こうした中，事業団においても，平成１８年度に，給料表の改定や諸手当の段階的削減，

早期勧奨退職の促進など，人件費の削減に努めようとしているが，それでも，なお民間施

設とは大きな格差がある。 

 なお，給料水準の高さは，職員退職金にも反映し，県が，平成１７年度から平成２７年度

までにおいて，通常の積立額９億６，１００万円，積増額１３億７００万円の合計２２億  

６，８００万円を負担した場合であっても，平成２７年度末において，なお１８億８，９００

万円の積立不足を生ずる見込みである。 
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 また，「県立あすなろの郷」においては，平成１７年度運営委託費として，下表のとお

り，県から約１８億円もの財政支援が行われている。 

 

＜平成１７年度「県立あすなろの郷」運営委託契約額＞         （単位：千円） 

歳   入  

 歳 出 A 特定財源 B 一般財源 C 
（義務負担※）

小計D=B+C 一般財源（財政

支援※） A－D
4,094,858 2,162,147 129,052 2,291,199 1,803,659 

※義務負担：措置費，国庫補助事業等において，県が当然負担しなければならない費用。 

※財政支援：約１８億円の財政支援の内訳は，超過負担が約１２億円，政策的経費が約６

億円。 

 

 この一般財源からの約１８億円の財政支援のうち，超過負担額約１２億円については，

職員の年齢構成上，高年齢者が多数を占めていることや，給与等人件費・退職金が民間施

設に比べ優遇されていることなど事業団特有の体質から，支援費及び措置費等の収入をも

っても施設運営費が不足する部分について，県が負担しているものである。 

また，政策的経費負担額約６億円については，強度行動障害者・最重度障害者処遇など

入所施設運営のための経費，地域生活を支援する地域生活支援センター運営費などに要す

る費用として，現在の施設規模，機能などを維持する場合には必要となるための財政負担

であり，当然に県が負担すべきものとしている。 

 しかしながら，県内には，「県立あすなろの郷」の重症心身障害児施設と同様の民間施

設が２施設存在し，これらの施設が県から超過負担及び政策的経費負担等の財政支援を受

けることなく運営されていることを考慮すると，事業団による「県立あすなろの郷」運営

が，極めて高コストのものなっていると言わざるを得ない。 

 事業団においては，県の超過負担のうち年額約１０億５千万円について，平成２２年度

までの５年間で，給与制度の見直し等により，段階的に削減するとしている。超過負担の

残額約１億５千万円は，事業団職員の退職に伴う退職金の支払いに充当するための積立不

足額に対する積み増し分として県が負担している。事業団が４６通知に基づき施設運営を

受託してきた経緯等から，県による財政負担が必要であるとして実施してきたものである

が，今後は見直しを検討するとしている。なお，政策的経費の削減については全く具体的

な見直しがされていない。 

 

 また，県は，事業団の本部事務局の運営費として補助金約１億３千万円を負担しており，

事業団としての自立した本部事務局機能の整備・充実が急務の課題である。 
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事業団のあり方等 

 

 事業団の運営に関する考え方は，制度的にみても，４６通知の見直しによって，従前と

は異なるものとなっている。 

 事業団は，県とは別個の独立した事業主体であり，県の財政的支援に依存するのではな

く，民間の社会福祉法人と同様に，自助努力による運営に大きく転換しなければならない。 

このような環境変化に対応するためには，全役職員が危機意識を共有し，業務に対する士

気の高揚に努めつつ，早急に抜本的な改革に取り組むことが必要である。 

 

（県費負担等のあり方） 

 国においては，聖域なき構造改革として，「民間にできることは民間に」の考えの下，

規制緩和や民間活力の活用など，新しいシステムづくりを進めており，「県立あすなろの

郷」などの運営についても，民間に担わせることについて検討する時期にあると考える。 

 これまで，民間が実施困難とされる事業の中には，県が事業を実施するよりも，県が補

助金等財政支援を行うことによって，民間での事業化を図った方が返って効率的な場合も

ある。 

現在，県は，厳しい財政状況の中で，事業団に対し「県立あすなろの郷」の運営委託費

として，一般財源から超過負担及び政策的経費負担等として約１８億円の財政支援を行っ

ているが，県内には，施設への入所を希望する待機者が５００人程度おり，また施設入所

者の地域生活移行が課題となっていることから，高コストの運営体質である事業団に対す

るこれら財政支援額を見直し，その削減額と民間活力を効果的に活用することによって，

施設入所者の地域生活移行の推進や，入所待機者の減少に寄与する方策を考えるべきであ

る。 

 つまり，現在の入所者ばかりではなく入所待機者等を含めたより多くの障害者に，広く

平等にサービスを提供する必要性があることを考慮した場合，県は県立施設のみに超過負

担による財政支援を行うのではなく，民間などが設置した施設の活用等も含めて限られた

予算の有効活用策を検討する必要がある。施設の利用者の視点に立った公平な予算配分や

施設サービスの向上を図るためにも，現在県が実施している事業団に対する超過負担によ

る財政支援については，削減すべきと考える。 

 また，現在の施設規模，役割などを維持することを前提に，今後も県が負担するとして

いる政策的経費の約６億円についても，「県立あすなろの郷」の施設規模等の見直し，公

設施設の役割分担等に合わせて，将来的には，他の政策的な福祉事業などに効果的に振り

向ける方向で検討すべきである。 

 なお，平成２２年度までに超過負担を削減するとした，事業団の「県立あすなろの郷経

営改革試算表（超過負担金の削減計画）」については，県民や民間企業の視点に立てば，

改革のスピードが必ずしも十分なものとは言えないことから，県と十分に協議・調整のう

え，目標達成時期の前倒しを図るべきである。 
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（事業団運営の効率化等）  

 事業団が，現在県から受託している管理業務のうち，今回公募により指定管理者となっ

た「県立児童センターこどもの城」及び「県総合福祉会館」については，今後とも，民間

事業者との厳しい競争にさらされることから，一層の経営の効率化を進めるとともに，サ

ービスの向上に努める必要がある。 

 また，事業団は，民間の社会福祉法人と同等の自主独立の運営形態を目指さなければな

らない。このため，事業団が有する人的資源を効率的，効果的に活用し，将来的には，選

択と集中といった経営戦略的な視点から，既存事業のスリム化など効率的な運営に積極的

に取り組んでいく必要がある。 

 さらに，「県立あすなろの郷」の管理機能は，その大部分を県に依存しており，その結

果，本部事務局の運営費として多額の県補助金があてられている。事業団の運営は自立的

になされなければならないことから，事業団としての管理機能の強化を図るべきである。

したがって，効率的な運営体制への転換や，事務局経費の節減を図ることなどを目的に，

現在，県総合福祉会館に置いている本部事務局の「県立あすなろの郷」への移転について

も検討すべきである。 

 併せて，県は，事業団に対する本部事務局の運営費に対する補助金の削減を図るべきで

ある。 

 

（指定管理者の指定に向けた対応） 

 民間の社会福祉法人は，事業団が設立された当時と現在を比較すると，十分な施設の運

営ノウハウを持っており，かつ，厳しい経営環境の中でその事業の継続と社会的使命を担

うために，コスト的にも極めて経済的な施設の経営能力を有するようになっている。 

 このため，事業団は，平成２１年度に予定されている「県立あすなろの郷」の指定管理

者の公募に向け，給与・退職金制度の抜本的見直しによる総人件費の削減，アンバランス

な職員構成の是正，外部委託・購買等全般的な業務見直しによる更なるコスト削減等に早

急に取り組むべきである。 

 特に，事業団が平成１８年度から取り組もうとしている人件費削減については，平均削

減率を１４％としているが，実際には，２０％以上の平均削減率で見直しを進めている近

県の社会福祉事業団も数団体見られることから，事業団としても，より一層効率的な運営

体制の構築に向け，職員定数の見直しとともに，平均削減率の上積みについて検討すべき

である。 

 また，退職金制度については，４６通知の変更を受け，事業団が民間の社会福祉法人と

同等の運営を求められるようになったことから，これまでの優遇された制度自体を抜本的

に見直し，退職金の減額を図っていくとともに，現在県が超過負担している退職金所要額

不足に対する積み増し分についても，同様にその取り扱いを改めるべきである。 
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（事業団への施設譲渡に向けた対応） 

 社会福祉事業団への対応策として都道府県がその委託管理をする公的施設を当該社会福

祉事業団へ譲渡して，公設の施設から民間の施設へと移行する方策があり，一部の県で実

施されている。 

事業団は，強度行動障害者・最重度障害者処遇などの入所施設に対する運営ノウハウを

有するものと認められるが，民間に比較すると極めて高いコストによって実現されている

ものであること，運営コスト削減に対する取り組み姿勢が十分でないこと，ノーマライゼ

ーションの普及に伴って施設の縮小・分散化が図られていく傾向にあること，民間の運営

能力が高まっていること等を勘案すると，「県立あすなろの郷」の事業団への譲渡という

対応策について検討する前提条件は，現状において揃っていないと判断される。県におい

ては，事業団がこのような前提条件をクリアしない限り，事業団への安易な施設譲渡を行

うべきではないと考える。 

 

（県における知的障害者福祉行政とあすなろの郷の役割等） 

 県においては，平成１５年４月に策定した「いばらき障害者いきいきプラン」に基づき，

障害者が地域で普通に生活できるノーマライゼーションの実現に向けた施策を進めている

ところであるが，障害が重度・重複化，多様化する中で，障害のある人の社会的自立と社

会参加の推進が課題となっている。 

 また，知的障害者福祉の今後の方向性としては，障害者自立支援法が平成１７年１０月

３１日に成立したのを受け，今後さらに障害者の自立に向けた地域生活の支援や就労支援

の充実を図ることにシフトしていくとしており，県全体の施設数や施設規模等については，

平成１８年度に策定される「障害福祉計画」において検討されることになっている。 

 このような県における知的障害者福祉行政が，公的施設の位置づけ，そして事業団のあ

り方等の見直しと密接に関連することから，当委員会では，今後の障害福祉計画の策定や，

「県立あすなろの郷」の役割等の検討などに際して，次のような諸点があることを付言し

ておくこととする。 

 

（１）公的施設の担うべき役割の観点からは，適切な施設規模への見直しを前提として，

民間施設で処遇することが困難な強度行動障害者・最重度障害者の受け入れに特化す

るか否かについて考えること。 

（２）施設の規模の観点からは，「県立あすなろの郷」は，入所定員が５９０人の大規模

施設であるために支援費等について低い単価が適用されることから，経営的にも効率

的な規模であるとは言い難い。したがって，「県立あすなろの郷」の施設規模につい

ては，基本的に縮小の方向で見直しを図るか否かについて考えること。 

（３）ノーマライゼーションの実践の観点からは，今後，保護者の理解とともに，入所者

の地域生活移行に積極的に取り組んでいくことがより求められてくるものと考える。

したがって，地域民間施設での受け入れや，ＮＰＯ法人・ボランティア団体等との協
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力体制の確立等を前提にして考えること。 

 

（事業団のあり方検討組織の設置） 

 事業団を取り巻く社会福祉事業の環境は大きく変化しており，特に平成１４年８月に事

業団の運営基準等が大きく見直された結果，従前のままで事業団による「県立あすなろの

郷」の運営を継続させることを看過することは，県民福祉の向上や県財政の改革のために

も許されるものではない。 

 このため，事業団及び県は，知的障害者福祉行政の推進において，限られた県予算をい

かに効果的に活用できるか，事業団のあり方について，外部有識者も含めた第三者による

専門委員会を設置するなど，早急に検討を行うべきである。 

 なお，検討にあたっては，県民の視点や，利用者本位のサービスの維持向上を基本とす 

るとともに，当委員会の提言についても十分留意すべきである。 

 

以上のように，当委員会としては，事業団の主たる事業である「県立あすなろの郷」の

運営（特に財務面・経営面）に主眼をおいて事業団に対する提言や，県における今後の障

害福祉計画の策定等に当っての付言を行った。 

今後設置されるであろう事業団のあり方検討組織においては，既存の入所者及び入所待

機者への配慮は勿論のこと，全ての知的障害者が生き生きと生活し，社会的自立や社会的

参加ができるように最大限配慮し，民間の社会福祉法人との役割分担，ＮＰＯ法人やボラ

ンティア団体などとの連携・協力なども含め，事業団のあり方全般に対する検討がなされ

ることを希望するものである。 
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財団法人茨城県建設技術公社 
 

  現状と課題 
 

［公社の概要］ 

 財団法人茨城県建設技術公社（以下「公社」という。）は，昭和６３年に，県，市町

村及び社団法人茨城県建設コンサルタントが出捐（出資）をして設立された団体である。

 出捐団体の１つである社団法人茨城県建設コンサルタントは，昭和４１年当時，県内

の総合開発の進展に伴い建設産業が急速に増加してきたことから，建設行政の円滑かつ

能率的な執行を図り，もって県内建設事業の振興発展に寄与するため設立された団体で

ある。公社設立に至るまで，建設に関する技術研修や調査研究，測量・設計・研究など

の業務を県から受託し，建設行政を補完してきた団体であり，公共事業の積極的な支援

体制の強化を図るため，同社団法人を発展的に解消し，新たに財団法人として公社を設立

したものである。 

 

 ※公社の出資者等（ ）内は出資比率      

  （社）茨城県建設コンサルタント    59,235 千円（79.9%）   

  茨城県                        10,000 千円（13.5%） 

  県内市町村                4,940 千円（ 6.7%） 

              出資総額       74,175 千円 

 

公社の平成１６年度における県からの受託事業に係る委託料の額は，実績で約１３億円

となっており，また，職員数は，平成１７年４月１日現在１０６人で，うち公社採用職員

が９７人，県派遣職員が９人である。 

 公社の主な事業内容は，公益事業として市町村職員の技術向上等のための研修会の開

催や災害復旧事業などへの技術協力，収益事業（対価を伴う公益事業）として公共事業

に係る県や市町村からの建設事業に関する調査，測量，設計，積算及び工事施工管理の

受託などであり，県や特に技術者の不足する市町村の建設行政を補完するとともに，そ

の円滑な推進に努めてきた。 

 公共事業の減少や平成１３年度に設置された県議会「県出資団体等調査特別委員会」か

らの提言（「測量設計事業など民間と競合する事業を民営化するなど抜本的に見直すべ

き」）を受けての業務見直しの取り組みにより，公社のここ数年の事業収入は減少傾向に

ある。 

 一方，県では，ＩＴ技術を活用した工事請負・業務委託の入札・契約に関する情報及び

手続きを電子化する「茨城県建設工事等電子入札システム」（電子入札システム）を構築

し，建設工事受注者への普及拡大を図ろうとしているが，公社をその際の電子入札システ

ムのサービス提供業務を担う団体として位置付けている。 
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［公社の運営課題］ 

（内部留保率の是正） 

 公社は，県や市町村の建設行政を補完する役割を担い，主として公共事業に関する調査

・測量・設計・積算業務等を受託してきた。 

 一方，財務状況を見ると，公益法人でありながら，内部留保率が平成１６年度決算数値

からの試算では，約５３．７％を占める状況となっている。 

 公益法人の内部留保率については，「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８

年９月２０日閣議決定）で，「公益事業の適切かつ継続的な実施に必要な程度」とし，さ

らに，同基準の運用指針においては，「原則として約３０％程度以下が望ましい」とされ

ている。 

 公社の主たる業務は，県・市町村からの委託による積算業務であるが，その業務は守秘

性・公平性が求められ，民間になじまない業務であることから，一定の行政補完的な役割

は認められる。しかし，内部留保率については，公益事業の適切かつ継続的な実施に必要

な程度とするとともに，現在保有する内部留保金の有効な使途について検討する必要があ

る。 

 

（業務委託の適正化） 

 公社の収入額の約９８．２％は，県や市町村等からの受託業務に伴う収入であり，その

契約の全ては，民間企業との競争原理の働かない随意契約により実施されている。 

 結果として，公社は公益法人に相応しくない多額の利益を計上し，平成１６年度決算に

おいては，法人税等として約 71,800 千円を納税し，過去１０年間（平成７年度～１６年

度）では，約 866,488 千円もの納税を行っている状況にある。 

 公益法人の利益については，「公益法人の設立許可及び指導監督基準」において，「対

価の引き下げ等により収入，支出の均衡を図り，法人の健全な運営に必要な額以上の利益

が生じないようにすること」とされていることから，適正な水準での業務委託を行う必要

がある。 

 

（受託業務に係る外注の見直し） 

  公社が県や市町村から受託している業務のうち，その約３３．６％をさらに第三者に再

委託（外注）している。このため，随意契約の前提である守秘性・公平性の確保の視点か

らの見直しは当然のこと，県や市町村から公社への委託業務の範囲が適正であるのか，県

や市町村が直接民間企業に委託することはできないかなど，行政コスト削減の視点からも

現行の方法を見直す必要がある。 
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 県の発注方法等のあり方 

 

 ［随意契約による発注方法の見直し］ 

 公社が公益法人として相応しくない多額の利益を計上している最大の要因は，受託業務

に係る随意契約方式の採用にある。県は，その方式を採用している理由として，公社の行

う業務は，県や市町村が発注する公共事業に係る積算業務や工事施工管理業務など守秘性

・公平性が求められる業務，災害復旧に関する調査・測量・積算などの諸業務，緊急性が

ある業務等の民間に委託することがなじまない業務であるためとしている。 

 公社が受託する全ての業務は，このような随意契約方式によって行われており，その結

果，公社は多額の利益を計上し，かつ，多額の納税をしている。県は，その業務の平準化

の観点から所管課の定員増で対応するのではなく，公社へ業務委託を行っているとしてい

るが，現状の公社の享受している利益水準から判断すると，県が必要最低限の人員配置を

行い，また，守秘性・公平性の観点から民間に委託しても支障のない業務を第三者へ委託

したほうが，より効率的な予算執行が可能な状況にあると言える。 

 また，公社は，県・市町村から受託している業務の約３３．６％を第三者に再委託（外

注）している。このことは，民間になじまない業務を担うという公社の役割・性格等を勘

案して採用している随意契約方式の本来の趣旨に反するものであり，再委託（外注）は限

定的な範囲でなければならない。 

さらに，偕楽園公園センターの本園維持管理業務・園内巡視点検業務・梅と緑の相談所

運営業務などを受注しているが，このような業務が随意契約で公社に発注しなければなら

ない業務であるのか検討すべきである。 

 このように，随意契約による発注方法には種々の問題点等があることから，県は，「県

（市町村）の予算執行が効率的に運用されているか」，「県が直接民間企業に委託できな

いのか」，「民間企業等の活用ができないか」などの視点から，委託する業務範囲の見直

しするなど，随意契約の要件をより厳密に適用すべきである。 

さらに，良質な社会資本整備のため公共工事の品質の確保を目的に平成１７年４月１日

に施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に係る政府の基本方針（「公共

工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について」平

成１７年８月２６日閣議決定）において，「発注関係事務を行うことができる者の選定に

当たっては，民間企業等についても選定の対象とすることができるよう必要な環境整備に

努めるものとする。」とし，今後は発注事務を担う者として民間企業等を活用する方針が

示されていることからも，県は随意契約方式により公社への発注を継続するのみではなく，

広く民間企業等の活用を考えるべきである。 
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［業務委託料算出基準の見直し］ 

 公社に利益をもたらしている一つの原因が，業務委託に係る委託料にあるとするならば，

その委託料を引き下げることにより公社の収支の均衡を図ることが必要である。しかし，

県は，公社への業務委託に係る委託料の計算に当たっては，委託業務が国庫補助事業の場

合には，国の制定している基準によることとされていること等から，県独自の基準を制定

して公社への委託料を減額する見直しは困難であるとしている。 

 しかし，行政コストを削減し，県民（引いては国民）負担を軽減させることは，行政と

して当然の責務であり，公社への委託料の積算基準の内容が業務実態をより反映させたも

のに近づけるために，随意契約の対価引き下げにつながる基準の見直しに積極的に取り組

むべきである。 

 

［県の指導監督の強化］ 

  公社の主要な役員ポストに元県職員が就任し，また，県からの業務委託の契約が民間企

業との競争原理の働かない随意契約により行われ，かつ，公社が多額の利益を計上してい

る現状は，県民の視点から見て非常に透明性に欠けたものとなっている。 

 県は公社に対する出資比率が１３．５％と低いことをもって，公社に対する指導・監督

に制約があるとしているが，このような県の人的・財政的関与を考慮すると，県は十分に

指導力を発揮できる立場にあると考えられることから，公社の運営について，公益法人と

して相応しいものとなるよう指導・監督を強化すべきである。 

 

 

 公社が取り組むべき事項 

 

［民間企業と競合する測量設計業務の削減］ 

 測量設計業務の受注については，民間と競合する事業であるとして，平成１３年度に設

置された県議会「県出資団体等調査特別委員会」の提言を受け，受託縮減に取り組んでき

たところであるが，さらなる見直しを進め，他の業務も含め民間で可能な業務については

民間に委ね，公社はそのような業務から早期に撤退すべきである。 

 

［公益事業の明確化と経費削減］ 

 公社の実施する公益事業について，平成１４年度は約 39,873 千円，平成１５年度は約

39,600 千円，平成１６年度には海外研修は廃止したものの約 29,526 千円もの事業費を計

上している。研修会の実施回数や参加者数，海外研修への市町村参加者数，助言及び相談

等の実施状況等を考慮すると，このような多額の事業費を要するものか疑問である。 

 また，公社は，平成１０年度に土地取得費を含め，約 680,686 千円で，水戸市内に建物

（現在は「公社別館」と称している。）を，公益事業の充実などを目的に建設・所有して

いるが，その有効活用が図られているのかも疑問である。 
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 公益事業については，真に公益に資するものであることが必要であり，事業の必要性や

費用対効果などについて十分検討し，効率的かつ効果的に実施するべきである。また事業

実施に当たっては，徹底して無駄な経費の削減に努めなければならない。 

  
［内部留保金の社会還元］ 

 公社の保有している内部留保金は，県や市町村からの随意契約に起因する業務委託から

主に形成されたものであることから，従来の研修内容を見直し，県・市町村のニーズに対

応した真に有効性ある研修会の開催や，県が普及拡大を図ろうとしている「電子入札シス

テム」への協力などの公益事業の拡充で社会還元を図るとともに，なお過大な内部留保金

については，県と協議し，県への寄付を含め，有効な使途を検討すべきである。 

 

［職員構成等のアンバランスの解消等］ 

  公社の職員構成をみると，公社採用職員の高年齢化（５０代の職員が全体の約４５．５

％）が進み，アンバランスな状況となっている。今後，公共事業の減少傾向が進む中で，

公社の業務量も減少してくることが予想されることから，業務量に見合った人員配置や職

員構成となるよう，計画的に公社の組織体制の見直しを進めるべきである。 

 また，将来の問題として，職員の年齢構成のアンバランスにより短期間に退職職員数が

増加することに伴って，公社採用職員に対する退職金の支払原資が不足することが予想さ

れている。公社は，県とは別個の独立した事業主体であり，その運営は県に依存すること

なく，自助努力でなされなければならないことを自覚し，公社自らが退職金規程の見直し

等を速やかに実施し，対応すべきである。 

 

［公社運営の自主独立化］ 

  公社が，役員に元県職員を受け入れ，さらに，県から競争原理の働かない随意契約によ

り業務を受託し，多額の収益を計上していることは，県と公社が一体であるような運営が

なされているとも考えられ，透明性を欠いていることから県民に誤解を与えかねない状況

にある。 

 したがって，公社は，県とは別個の独立した事業主体であるとの認識及び実態を具備し，

自立して業務の運営に当たるべきである。 

 

 

公社のあるべき姿 

 

 守秘性・公平性が求められる民間になじまない業務についての担い手として，公社の行

政補完的な役割は今後も認められるものである。 

ただし，競争原理が働かない随意契約により多額の利益を上げ，必要以上の内部留保金

を抱え，また，無駄な経費支出を行うなどの公益法人としての相応しくない現在の運営状
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況については，速やかに改善することが必要である。 

 

また，「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に係る基本方針おいて，「民間企業

についても，技術的能力及び公正性を確保することで選定の対象となることができるよう

必要な環境整備に努める」とされたことから，公社の役割の見直しは必至であり，その存

在意義は薄まってくると考えられる。このような社会経済情勢の変化に対応するため，公

社のあるべき姿・役割を見据え，その方向性を検討することも必要である。 

  

以上の観点から，当委員会としては，公社の担うべき業務・公社に期待される業務は，

公共工事に係る積算業務等，守秘性・公平性の求められる業務であり，公社は，係る業務

に特化すべきであると考える。 

公社が，今後も民間と競合する業務についての受注を目指す場合には，営利法人化を検

討すべきであり，その場合には，公社が県の行政補完的業務を担う団体ではなくなること

は当然のことである。 

また，現在の随意契約による多額の利益計上・多額の納税は，極めて異常な状況であり，

すみやかな是正がなされるべきものである。そして，今後は公共事業について随意契約に

より受託する業務がある場合でも，これまでのような多額の利益の計上は困難になること，

職員構成のアンバランスの是正への対応から，将来的に公社はあるべき適正規模に向けて

集約（均衡・縮小等）を図るべきである。 

そして，公社が有する各種ノウハウを持って，県・市町村のニーズに沿った適切な公益

事業を遂行し，また，電子入札システムの担い手の一人として貢献すべきである。 
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おわりに  

 

 今日，民間企業においては，バブル経済崩壊後の長引く景気低迷の中，厳しい経営環境

の変化に対して，企業の生き残りをかけ，痛みを伴うリストラ等の改革を迅速かつ大胆に

実行し，その危機を克服している。 

 一方，県においても，厳しい財政状況の中，県出資団体改革が大きな課題となっている。

 県出資団体等の改革においては，改革の遅れにより県民負担の増大につながることのな

いよう，改革・改善のための諸施策実施のスピードアップが正に求められている。 

 出資団体は，県とは独立した事業主体であり，その運営は自立的に行われねばならず，

その事業遂行には経済性・効率性・有効性が常に求められていることを自覚し，官民の役

割分担を明確にした上で，常に県民から理解と支持が得られるよう，最小の経費で最大の

効果を上げ得る団体運営を行うことが必要である。また，団体運営のための財源は，県民

の税金が使われているということを肝に銘じ，１円たりとも無駄にすることのない効率的

な事業執行に当たるべきである。 

 県においては，「県民のための団体」といった視点に立って，県民が出資団体に何を求

めているか，出資団体が県民のために現在何をなすべきかを常に考えて行動することが重

要である。 

 そして，県は，県民ニーズの変化・多様化にすばやく対応すべく，出資団体の組織のあ

り方や，求められる役割を抜本的に見直すとともに，出資団体が単に自らの組織を守るた

めだけに既得権を主張し，抜本的な改革を遅らせることがないように，強力に指導･監督

を行うことが必要である。出資団体の過去の経緯・情実等により，透明性を欠く，説明責

任を欠くような対応があってはならない。 

 また，現行の組織を存続させる場合においても，従来の手法や組織の体質を維持するの

ではなく，常に団体の存在意義等を検証し，組織改革や事業への弛まない改善に努め，も

って県民サービスの一層の向上に寄与されるよう期待する。 
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委員会の開催経過

第１回 平成１７年１１月１日（火）

・対象法人ヒアリング

・経営改善策等の協議

・対象法人の現状と課題について

第２回 平成１７年１１月１４日（月）

対象法人所管課ヒアリング・

経営改善策等の協議・

経営改善策等の方向性について・

第３回 平成１７年１１月３０日（水）

経営改善策等の協議・

意見書骨子のとりまとめ・

第４回 平成１７年１２月１２日（月）

経営改善策等の協議・

意見書のとりまとめ・
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対象出資団体の概要

１８社会福祉法人茨城県社会福祉事業団の概要

２２財団法人茨城県建設技術公社の概要
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社会福祉法人茨城県社会福祉事業団の概要

Ⅰ 出資団体の概要

１ 団体の名称 社会福祉法人茨城県社会福祉事業団

２ 所 在 地 水戸市千波１９１８（茨城県総合福祉会館内）

３ 設立年月日 昭和３９年１０月５日

４ 代 表 者 名 理事長 橋本 昌

５ 基 本 財 産 基本財産 １０，０００千円

６ 設 立 根 拠 社会福祉法第２２条

茨城県が設置する社会福祉施設、その他の施設の運営の委託をうけると７ 設立目的・
ともに、自ら社会福祉施設、その他の施設を経営し、並びにこれらに必要経緯
な付帯事業を行うことにより、県民の福祉の向上に寄与することを目的と
する。
（主な事業内容）
（１）県立あすなろの郷

知的障害児（者）総合援護施設の経営「受託事業・第１種社会福祉事業」①
・知的障害児 （児童福祉法） 定員 ２５名
・知的障害者更生施設 (知的障害者福祉法) 定員５２５名
・重症心身障害児施設 （児童福祉法） 定員 ４０名
知的障害児(者)短期入所事業「受託事業・第２種社会福祉事業」②
知的障害者地域生活援助事業(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ)「自主事業・第２種社会福祉事業」③
障害児（者）地域療育等支援事業「受託事業・第２種社会福祉事業」④

（２）県立児童センターこどもの城 「受託事業・第２種社会福祉事業」
児童のレクリエーション、共同生活、体力増進と健全育成施設の経営

（児童厚生施設）宿泊定員１５０名
キャンプ ５０名

（その他の事業）
・食事提供事業

・児童健全育成対策事業
（３）県総合福祉会館 「受託事業・その他の公益事業」

コミュニティーホール・研修室等の貸室事業
（入居団体 １３・テナント １５）

（４）社会福祉事業振興資金の貸付事業 「自主事業・第２種社会福祉事業」

８ 組織 (1)役員・職員数 理事 ８人 監事 ２人 常勤職員３３２人
(うち常勤 ２人) (うち常勤 －人) 嘱託 ４４人

臨時 ５３人

(2)組織機構 別添組織図のとおり

９ 資産状況 （単位：千円）
１7年３月末現在

金 額 摘 要

流動資産 ２，７７９，８４３
固定資産 １８４，８６４
投資等 －

資産合計 ２，９６４，７０７

流動負債 ４０２，８５１
固定負債 ２，２７１，８０６

負債合計 ２，６７４，６５７

正味財産 ２９０，０５０
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Ⅱ 平成１６年度事業実績
１ 事業内容
(1) 県立あすなろの郷
① 知的障害児施設,
② 知的障害者更生施設
③ 重症心身障害児施設
④ 知的障害児（者）短期入所事業

知的障害者地域生活援助事業（グループホーム）⑤
あすなろの郷においては，利用者一人ひとりの要望を十分に把握し，支援サービスの徹底に努め

た。また，利用者の自己決定の尊重を基本とした地域での自立生活を実現するため「地域移行推進
室」を設置しグループホームの計画的な整備など地域移行を推進し，新たに４カ所のグループホー
ムを立ち上げ利用者１６名が地域での生活を開始した。

(2) 福寿荘
高齢者及び母子家庭等に対し低廉な料金で健全な保健休養の場を提供する福寿荘（老人休養施

設，母子休養ホーム）の経営において積極的な誘客活動を展開するともに経費削減に努め，前年度
に引き続き営業収支で約１，６７０万円の黒字となった。
平成１６年度末で廃止となった福寿荘の大子町への移管の調整を実施し，平成１７年４月１日付

で一切の移管を終了した。
(3) 県立児童センターこどもの城

児童にレクリェーション活動や野外活動体験等を通して健全な遊びや共同生活の場を提供した。
また，県から委託された浜っ子体験活動事業，子どもの夢ネットワーク事業，放課後ケアワーカ

ー研修事業を実施し，児童指導員の養成支援を行うとともに県内児童館，放課後児童クラブ等の活
動を支援した。

(4) 県総合福祉会館
総合福祉会館においては，研修室等の貸し出し業務，施設の維持管理を行うとともに，南側付属

等工事，総合会館まつり，県民サロンコンサート，フリーマーケット等を実施し利用者の利便を図
った。

(5) 社会福祉事業振興資金の貸付事業
① 施設整備資金 ５０，３００千円（６件）
② 運営資金 １，５００千円（１件）
民間社会福祉事業の振興を図るため，施設整備資金及び運営資金の貸付を行った。

２ 収支状況 （単位：千円）

金 額 摘 要

財 産 等 収 入 １，０９０
事 業 収 入 ４，７９２，４１８ 補助金，委託金収入含む
特定預金取崩収入 ９９７
そ の 他 の 収 入 ３２３，４３８ 退職積立金等

収 入 合 計 Ａ ５，１１７，９４３

事 業 費 ７４７，９９７
管 理 費 ４，０８２，２８５ 人件費含む
そ の 他 の 支 出 １４８，９７４ 退職金等

支 出 合 計 Ｂ ４，９７９，２５６

法 人 税 等 Ｃ ６，８５４ 租税公課費

当 期 収 支 差 額 Ｄ １３１，８３３ ＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

前期繰越収支差額 Ｅ ２，３０８，６５５

次期繰越収支差額 Ｆ ２，４４０，４８８ ＝ Ｄ＋Ｅ

３ 補助金等の受入状況 （単位：千円）

金 額 摘 要

県等からの出資金 －

県等からの補助金 １５７，４２８ 管理運営補助 128,736
老人休養施設整備費補助 28,692

県等からの委託金 ４，３３８，５６３ あすなろの郷委託金 4,065,094
地域支援特別対策委託金 22,094
産休職員等代替委託金 342
こどもの城委託金 93,927
児童福祉対策事業費委託金 4,760
総合福祉会館委託金 152,346

県等からの貸付金 －

損 失 補 償 限 度 額 －
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Ⅲ 平成１７年度事業計画
１ 事業内容

(1) 県立あすなろの郷
① 知的障害児施設
② 知的障害者更生施設
③ 重症心身障害児施設
④ 知的障害児（者）短期入所事業
③ 知的障害者地域生活援助事業（グループホーム）
あすなろの郷においては，利用者のニーズを受け止めながら個別支援プログラムの充実を図

るとともに，ノーマライゼーションの理念に基づき利用者の自己決定を尊重した地域生活を実
現するため自活・自律訓練の充実を図り，グループホームの計画的な整備を推進する。

(2) 県立児童センターこどもの城
こどもの城においては，児童健全育成に係る各種事業の実施を通して児童の健全育成に寄与

するとともに，県内児童館等への支援を行い拠点施設としての機能を発揮する。
また，県から委託を受けた児童健全育成対策事業を推進することにより，こども達が健やか

に育つための環境づくりに寄与する。

(3) 県総合福祉会館
総合福祉会館においては，施設等を適切かつ効率的に管理運営するとともに，機関紙の発

行，ホームページによる催事情報の発信等により，利用者サービスの向上，利用促進を図る。

(4) 社会福祉事業振興資金の貸付事業
民間社会福祉法人等に対する施設整備資金及び運営資金の貸付を適正かつ円滑に行う。

２ 収支計画 （単位：千円）

金 額 摘 要

財 産 等 収 入 １０
事 業 収 入 ４，６３８，９５３ 補助金，委託金収入含む
特定預金取崩収入 １，３００
そ の 他 の 収 入 ３００，４６５ 退職積立金等

収 入 合 計 Ａ ４，９４０，７２８

事 業 費 ６９７，７２７
管 理 費 ３，９９１，３７２ 人件費含む
そ の 他 の 支 出 １４４，７１０ 退職金等

支 出 合 計 Ｂ ４，８３３，８０９

法 人 税 等 Ｃ ２，９５０ 租税公課費

当 期 収 支 差 額 Ｄ １０３，９６９ ＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

前期繰越収支差額 Ｅ ２，４２６，４９３

次期繰越収支差額 Ｆ ２，５３０，４６２ ＝ Ｄ＋Ｅ

３ 補助金等の受入予定 （単位：千円）

金 額 摘 要

県等からの出資金 －

県等からの補助金 １２８，７７４ 管理運営補助 128,774

県等からの委託金 ４，３５５，７８１ あすなろの郷委託金 4,094,858
こどもの城委託金 95,452
児童福祉対策事業費委託金 5,837
総合福祉会館委託金 159,634

県等からの貸付金 －

損 失 補 償 限 度 額 －
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（平成１７年４月１日現在）組織及び役職員構成
１ 組 織

4庶 務 課 庶 務 係 職員
課 長 職員１1 会 計 係

2副参事

管 理 部
部 長 職員４理 事 会 評議員会 管 理 課 管 理 係1

1 1 14理 事 長 栄 養 室副部長 課 長１ 室 長 職員
副理事長 ( ) 監 事常勤１
常務理事 ( )常勤１

1 1 3理 事 調整療育課 課長 副参事 職員
(常勤理事 )2

1 1 1 3うち常務理事はあすなろの郷所 訓練第一課 課長 参与 副参事 職員
長を兼務

1 2 7訓練第二課 課長 副参事 職員

1 2 16は ぎ 寮 寮長 副寮長 職員

1 2 17う め 寮 寮長 副寮長 職員

1 2 14あ や め 寮 寮長 副寮長 職員
人306

1 2 13茨城県立 支援訓練部 さ つ き 寮 寮長 副寮長 職員
1あすなろの郷 部 長

1 2 1 2 1211人 つ ば き 寮所 長 副部長 寮長 副寮長 職員
（常務理事で事 務 局

1 1 2 15事務局長 カウントする 寮長 副寮長 職員） さ く ら 寮

1 2 12総 務 課 ぼ た ん 寮 寮長 副寮長 職員
2 2参事兼課長１副参事 職員

1 2 5( ) あじさい寮県研修派遣１ 寮長 副寮長 職員

1 2 16経営企画課 ゆ り 寮 寮長 副寮長 職員
1 2課長１ 副参事 職員

1 2 12ふ じ 寮 寮長 副寮長 職員

2 13あ お い 寮 寮長１ 副寮長 職員

2 9あ ざ み 寮 寮長１ 副寮長 職員

地域生活支援センター
2 3センター長１ 副センター長１ 副参事 職員

地域生活移行推進室
1 1 2 2常勤役員２名 室長 次長 副参事 職員

職員３２７名
1 2（うち県からの派 事務局長 職員事務局

22 2 7遣職員 名） 医長 職員病 院 医 科
医務局病院長 1

1他団体等派遣職員 看 護 科 看護係 看護師長

6５名 (県スポーツ 総師長 1 職員

1 2文化協会他) ばら寮 寮長 副寮長

25職員

人7
1 1 5茨城県立児童センターこどもの城 所長 副所長 職員

人3
1 1 1茨城県総合福祉会館 館長 副館長 職員
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財団法人茨城県建設技術公社の概要

Ⅰ 出資団体の概要

１ 団体の名称 財団法人茨城県建設技術公社

２ 所 在 地 水戸市笠原町９７８番２５

３ 設立年月日 昭和６３年４月１日

４ 代 表 者 名 理事長 大津 典昭

５ 基 本 財 産 基本財産 ７４，１７５千円

６ 設 立 根 拠 民法第３４条

７ 設立目的・ 茨城県建設技術公社は，建設行政の円滑かつ効率的な執行を図るため，社団

経緯 法人茨城県建設コンサルタントを発展的に解消し設立され，茨城県内の建設行

政補完のため，技術の研修，協力，調査，研究，受託を行い，もって茨城県内

における建設事業の振興発展に寄与することを目的とする。

（主な事業内容）

(1) 公益自主事業

①建設に関する技術の研修会等の開催

②市町村建設関係職員の短期派遣研修事業の実施
③建設に関する技術相談の実施

④公共土木施設災害復旧事業の技術協力

(2) 公益受託事業

①建設に関する調査，設計，積算及び工事施工管理の受託

②区画整理事業に関する業務の受託

③建設に関する資料等の作成の受託

④公共施設の管理業務の受託

⑤茨城県土木設計積算システム貸与業務
⑥下水道事業の発注者支援業務の受託

８ 組織 (1)役員・職員数 理事 １１人 監事 ２人 常勤職員１０６人

(うち常勤 ３人) (うち常勤－人) 嘱託 ８人

臨時 １９人

(2)組織機構 別添組織図のとおり

９ 資産状況 （単位：千円）

１7年３月末現在

金 額 摘 要

流動資産 １，８４８，９９１

固定資産 ２，０５６，０５５

投資等 －

資産合計 ３，９０５，０４６

流動負債 ５３２，６４３

固定負債 １，１７４，１４１

負債合計 １，７０６，７８４

正味財産 ２，１９８，２６２
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Ⅱ 平成１６年度事業実績
１ 事業内容

(1) 公益自主事業
① 市町村職員等の資質の向上を図るため研修会を実施した。
・ 市町村職員建設技術研修 （ 延べ９８市町村 １５２名 ）

② 市町村等への技術的助言・相談等を実施した。 （ 助言件数等５１件 ）
③ 市町村等における設計，積算業務の電算化を促進した。 （ ７市１３町６村２公社 ）

(2) 公益受託事業
① 建設に関する調査，設計，積算及び工事施工管理を受託した。

（ 675件 2,076,788千円 ）
・ 茨城県，市町村及び公社等の公共事業の各種調査，設計，積算及び工事施工管理業務
・ 道路，橋梁，河川，上下水道及び公園等公共施設の台帳作成業務
・ 公共建築物の設計，工事監理及び建築物等の評価調査業務，特殊建築物の定期調査業務

② 区画整理事業を受託した。 （ 12件 128,200千円 ）
・ 事業計画，換地設計・積算及び工事施工管理業務

③ 建設に関する資料等の作成を受託した。 （ 14件 36,870千円 ）
・ 河川流量観測及び水位年表等資料作成業務

④ 公園等公共施設の管理業務を受託した。 （ 4件 35,860千円 ）

２ 収支状況 （単位：千円）

金 額 摘 要

財 産 等 収 入 １
事 業 収 入 ２，２７７，７１８
特定預金取崩収入 ３，０００
そ の 他 の 収 入 ３９，１４０

収 入 合 計 Ａ ２，３１９，８５９

事 業 費 １，９３２，９８１
管 理 費 １７７，１８６
そ の 他 の 支 出 ９５，０９３

支 出 合 計 Ｂ ２，２０５，２６０

法 人 税 等 Ｃ ５９，９１７

当 期 収 支 差 額 Ｄ ５４，６８２ ＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

前期繰越収支差額 Ｅ １，２６１，６６６

次期繰越収支差額 Ｆ １，３１６，３４８ ＝ Ｄ＋Ｅ

３ 補助金等の受入状況 （単位：千円）

金 額 摘 要

県等からの出資金 －

県等からの補助金 －

県等からの委託金 ２，２７７，７１８ 調査，設計，積算及び工事施工管理

県等からの貸付金 －

損 失 補 償 限 度 額 －
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Ⅲ 平成１７年度事業計画
１ 事業内容

(1) 公益自主事業
① 建設に関する技術の研修会等を開催する。
・ 県，市町村技術関係職員の技術向上のため研修会を開催する。
・ 市町村の建設技術者を対象とした事業別専門研修会を開催する。

② 市町村建設関係職員短期派遣研修を実施する。
③ 建設に関する技術相談を実施する。
④ 建設事業の推進及び普及のための資料作成及び広報活動を実施する。
⑤ 公共土木施設災害復旧事業の技術協力を実施する。

(2) 公益受託事業
① 建設に関する調査，設計，積算及び工事施工管理を受託する。
・ 茨城県，市町村及び公社等の公共事業の各種調査，設計，積算及び工事施工管理業務
・ 道路，橋梁，河川，上下水道及び公園等公共施設の台帳作成業務
・ 公共建築物の設計，工事監理及び建築物等の評価調査業務，特殊建築物の定期調査業務

② 区画整理事業を受託する。
・ 事業計画，換地設計，積算及び工事施工管理業務

③ 建設に関する資料等の作成を受託する。
・ 河川流量観測及び水位年表等資料作成業務，その他建設に関する資料等の作成

④ 公園等公共施設の管理業務を受託する。
⑤ 茨城県土木設計積算システム貸与業務を行う。
⑥ 下水道事業の発注者支援業務を受託する。
・ 公共廃棄物処分場「エコフロンティアかさま」整備事業に係る下水道の整備事業

２ 収支計画 （単位：千円）

金 額 摘 要

財 産 等 収 入 １
事 業 収 入 ２，８５１，０００
特定預金取崩収入 ０
そ の 他 の 収 入 ２，９００

収 入 合 計 Ａ ２，８５３，９０１

事 業 費 ２，４０７，１６４
管 理 費 １６８，４１９
そ の 他 の 支 出 １０３，８４０

支 出 合 計 Ｂ ２，６７９，４２３

法 人 税 等 Ｃ ２０，０００

当 期 収 支 差 額 Ｄ １５４，４７８ ＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

前期繰越収支差額 Ｅ １，３１６，３４８

次期繰越収支差額 Ｆ １，４７０，８２６ ＝ Ｄ＋Ｅ

３ 補助金等の受入予定 （単位：千円）

金 額 摘 要

県等からの出資金 －

県等からの補助金 －

県等からの委託金 ２，８５１，０００ 調査，設計，積算及び工事施工管理

県等からの貸付金 －

損 失 補 償 限 度 額 －
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調整監
（２）

総務企画課 （４）
総 務 部
（ １０） 経 理 課 （５）
（外嘱託１）
（外臨職３）

（ＩＳＯ・偕楽園担当）（１）主席施工管理員

（２）専務理事 主席施工管理員 （施工管理担当）
（１） 開発・管理部

（２）（１９） 次席施工管理員 （施工管理担当）
（外嘱託３）
（外臨職４） 副参事（施工管理・審査担当） （１）

常務理事
（１） 台帳・施設管理課 （８）

理 事 長 技術管理課 （４）
（１）

技術第一課 （７）

理 事
（非常勤８） 技 術 部 技術第二課 （６）

（２５）
（外嘱託 ）
（外臨職３） 技術第三課 （５）

監 事
（非常勤２） 建築課 （５）

庶務課
県 北 支 部
（ ７）
（外嘱託１） 技術課 （６）
（外臨職１）

庶務課
鹿 行 支 部
（ ６）
（外嘱託１） 技術課 （５）
（外臨職１）

役職員等内訳 庶務課 （１）
県 南 支 部

役 員 ３ （２５）
一 般 １０６ （外嘱託１） 技術第一課 （８）
嘱 託 員 ８ （外臨職４）
臨 職 １９

技術第二課 （４）

計 １３６
区画整理課 （１１）

庶務課 （１）

県 西 支 部
（１２） 技術第一課 （５）
（外嘱託１）
（外臨職３）

技術第二課 （５）
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